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予
算

平成
24
年度

一
般
会
計
歳
入

　

皆
さ
ん
が
納
め
る
市
税
は
震
災
の
影
響

な
ど
を
反
映
し
、前
年
度
比
２
・
４
％
、８
、

３
９
６
万
６
千
円
減
の
34
億
８
、

７
９
９
万
９
千
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

一
番
大
き
い
割
合
を
占
め
る
地
方
交
付
税

は
、
こ
れ
ま
で
の
交
付
実
績
や
震
災
に
係

る
復
興
事
業
の
た
め
の
震
災
復
興
特
別
交

付
税
な
ど
を
考
慮
し
て
前
年
度
比
11
・
５

％
増
の
46
億
８
、４
２
０
万
円
を
見
込
み

ま
し
た
。

　

震
災
復
興
対
策
や
放
射
能
対
策
な
ど
各

種
施
策
の
実
施
に
当
た
り
財
源
が
不
足
す

る
こ
と
か
ら
、
市
の
貯
金
に
当
た
る
財
政

調
整
基
金
、
減
債
基
金
、
都
市
整
備
基
金

な
ど
か
ら
11
億
４
、１
８
５
万
８
千
円
を

取
り
崩
し
て
繰
り
入
れ
す
る
な
ど
厳
し
い

財
政
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
税
、
使
用
料
手
数
料
、
財
産
収
入
、

寄
付
金
、
繰
入
金
な
ど
の
自
主
財
源
は

39
・
６
％
、54
億
５
、０
１
７
万
１
千
円
で
、

前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
し
て

２
億
１
、４
６
８
万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
や
市
債
な
ど
の
依
存
財
源

は
60
・
４
％
、
83
億
２
、０
９
８
万
９
千
円

で
、
前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
し
て

７
億
２
、９
８
７
万
９
千
円
増
加
し
て
い

ま
す
。

一
般
会
計
歳
出

　

復
旧
・
復
興
を
最
優
先
に
集
中
改
革
プ

ラ
ン
【
改
訂
版
】
に
基
づ
き
、
経
常
経
費

の
徹
底
的
な
削
減
に
努
め
て
、
市
民
生
活

に
必
須
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提

供
す
る
た
め
の
事
業
費
を
確
実
に
予
算
化

す
る
一
方
、
第
五
次
総
合
計
画
に
掲
げ
た

ま
ち
づ
く
り
の
目
標
ご
と
に
体
系
化
し
た

政
策
を
推
進
す
る
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
予
算

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

目
的
別
で
は
民
生
費
の
割
合
が
最
も
高

く
30
・
３
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
子
ど
も

医
療
費
の
助
成
や
国
民
健
康
保
険
な
ど
の

特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
、
後
期
高
齢
者
医

療
費
関
係
費
な
ど
が
増
加
し
ま
し
た
が
、

子
ど
も
の
た
め
の
手
当
な
ど
が
減
少
し
前

年
度
比
１
・
８
％
、
７
、７
８
５
万
６
千
円

減
の
41
億
８
、１
２
２
万
７
千
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。
衛
生
費
は
14
・
８
％
を
占
め
、

放
射
能
対
策
事
業
の
増
額
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
比
３
・
４
％
、
６
、７
７
０
万
４
千

円
増
の
20
億
３
、３
０
３
万
４
千
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
災
害
復
旧
費
は
道

路
な
ど
の
公
共
土
木
施
設
の
復
旧
事
業
な

ど
に
よ
り
前
年
度
比
１
万
１
、５
１
３
％
、

８
億
５
９
２
万
６
千
円
増
の

８
億
１
、２
９
２
万
６
千
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

市
債
（
借
入
金
）
現
在
高

　

道
路
の
整
備
や
施
設
の
建
設
な
ど
を
行

う
際
に
国
や
県
、
市
内
金
融
機
関
な
ど
か

ら
借
り
入
れ
た
市
債
は
、
平
成
24
年
３
月

31
日
現
在
１
０
８
億
９
、８
８
６
万
７
千

円
（
う
ち
臨
時
財
政
対
策
債
は

40
億
５
、３
８
３
万
５
千
円
）
と
な
り
、

前
年
度
末
比
３
・
５
％
、
３
億
９
、

１
２
８
万
２
千
円
減
少
し
て
い
ま
す
。
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平成 24 年度一般会計予算

１３７億７，１１６万円
前年度に比べて 3.9％の増加。２年連続のプラス予算

　東日本大震災からの復旧・復興を最優先に、一般会計、特別会計、企業会計を合わせた予
算総額は 244 億 3,664 万円で、前年度当初予算額と比較すると 3.3％、７億 7,354 万７千円増
額となっています。うち一般会計は137億 7,116万円で、前年度と比較すると3.9％、５億1,519
万９千円の増額となり、２年連続のプラス予算となりました。
 　なお、一般会計予算の内容については、本市のホームページでもご覧いただけます。
●ホームページURL　http://www.city.shiroishi.miyagi.jp/section/zaisei/yosan/

問財政課　☎ 22-1332
【一般会計】
　市の会計の中心となるもので、市行政運営の基本的な経費を計上した会計です。市税などを財源として、
社会福祉や環境保全などの事業のほか、学校や道路、住宅などの整備を行います。

依存財源
83億2,098万9千円

自主財源
54億5,017万1千円

義務的経費
60億2,996万円

投資的経費
11億4,561万7千円

市税
34億8,799万9千円
（25.3％）

地方交付税
46億8,420万円
（34.0％）

国県支出金
23億9,278万9千円
（17.4％）

諸収入
5億383万6千円
（3.7％） 繰入金

11億4,185万8千円
（8.3％）

その他
3億1,647万8千円
（2.3％）

市債
6億1,350万円
（4.5％）

その他
6億3,050万円（4.5％）

その他
9億7,716万円（7.1％）

公債費
13億7,515万3千円
（10.0％）

その他
6億3,050万円（4.5％）

歳入

歳出
その他

9億7,716万円（7.1％）

繰出金
13億9,860万7千円
（10.2％）

物件費
21億6,262万4千円
（15.7％）

物件費
21億6,262万4千円
（15.7％）

補助費等
20億5,719万2千円
（14.9％）

災害復旧事業費
8億1,292万6千円
（5.9％）

普通建設事業費
3億3,269万1千円
（2.4％）

公債費
13億7,515万3千円
（10.0％）

扶助費
18億2,791万円
（13.3％）

人件費
28億2,689万7千円
（20.5％）

137億7,116万円137億7,116万円

■目的別グラフ

※人口 37,288 人（H24.1.31 現在住民基本台帳）で除して算出したものです。

◆市民一人当たりの市税負担額　９万 3,542 円（前年度比　－ 1,092 円）
　内訳）個人市民税　２万 8,007 円、固定資産税　４万 8,197 円など

◆市民一人当たりが受けるサービス額　36万9,319円（前年度比　＋１万8,121円）
　内訳）児童や高齢者の福祉、医療費など　　　　　11 万 2,133 円
　　　　各種健診事業や予防接種、環境保全など　　５万 4,522 円
　　　　小中学校や公民館、図書館運営など　　　　３万 524 円
　　　　道路の維持・整備や公園などの管理　　　　２万 6,084 円　など

◆市民一人当たりの市債残高　29 万 2,289 円（前年度比　－１万 1,265 円）
　　　　うち臨時財政対策債　10 万 8,717 円（前年度比　＋１万 2,454 円）

特 別 会 計 77億3,397万円

国 民 健 康 保 険 41億7,000万円

介 護 保 険 31億6,357万8千円

後期高齢者医療 4億39万2千円

企 業 会 計 29億3,151万円

水道事業会計
収益的支出 9億4,501万5千円
資本的支出 3億1,801万7千円

下水道事業会計
収益的支出 8億7,410万7千円
資本的支出 7億9,437万1千円

●国民健康保険特別会計
　自営業など国民健康保険に加入している皆さんの病気、けがの治
療などに必要な保険給付を行うための会計です。
●介護保険特別会計
　介護認定を受けた方が、介護サービスを利用したときの給付や、
介護予防事業などを行うための会計です。
●後期高齢者医療特別会計
　75 歳以上の方の医療給付は広域連合で運営され、主に徴収した保
険料を広域連合へ納付するための会計です。

●水道事業会計
　水道関係の各種手続き、水道施
設の敷設や維持管理などを行うた
めの会計です。
●下水道事業会計
　家庭、工場の排水による水質汚濁を防止するための公共
下水道事業や、農業用水の水質保全のための農業集落排水
事業を行うための会計です。

特別会計
　特定の事業を行う場合、一般の歳入歳出と区分して経理
する会計です。本市では３つの特別会計を設けています。

企業会計
　独立採算を基本とし、地方公営企業法の全部または一部が適用さ
れる公営企業の会計です。

【臨時財政対策債】
　国が地方交付税として地方自治体に交付する財源について不足する分を市が国に代わって借
金するもので、その元利償還金相当額が後年度に地方交付税の基準財政需要額に算入される。

民生費　41億8,122万7千円（30.3%）
・子ども・心身障害児者医療費助成事業
　　　　　　　　　　　　１億5,494万５千円
・保育園等の管理運営や子育て支援費
　　　　　　　　　　　　　　５億9,163万円
・子どものための手当　　　　５億3,842万円
・児童扶養手当給付費　　１億8,014万８千円
・障害者自立支援費　　　　　４億4,905万円
・東日本大震災災害救助事業　　　3,950万円
・生活保護費　　　　　　４億2,489万６千円
・国民健康保険特別会計繰出金
　　　　　　　　　　　　　　３億5,147万円
・介護保険特別会計繰出金
　　　　　　　　　　　　４億9,760万３千円
・後期高齢者医療費　　　５億4,937万１千円

衛生費　20億3,303万4千円（14.8%）
・放射能対策事業　　　　　　7,564万８千円
・母子保健事業（赤ちゃん誕生応援事業）
　　　　　　　 　　　　　　  3,395万６千円
・予防接種事業　　　　　１億1,029万９千円
・各種検診事業　　　　　　１億468万６千円

総務費　17億6,349万円（12.8%）
・震災復興対策費　　　　　　　　3,159万円
・市民バス運行管理事業　　　3,903万７千円
・白石市長選挙費　　　　　　2,638万５千円

公債費　13億7,515万3千円（10.0%）

教育費　11億3,819万3千円（8.3%）
・公民館、図書館などの管理運営１億1,852万５千円
・学校給食センターの管理運営　２億7,936万５千円

土木費　9億7,261万2千円（7.0%）
・白石沖西堀線街路事業　　　3,725万７千円
・地方道路整備事業　　　  １億796万２千円

災害復旧費　8億1,292万6千円（5.9%）

商工費　4億9,112万4千円（3.6%）
・企業立地推進費　　　　　　1,425万３千円

消防費　4億848万3千円（3.0%）

農林水産業費　3億5,821万8千円（2.6%）
・農作物等放射能対策事業　　3,821万４千円

議会費　1億8,580万6千円（1.3%）

その他　5,089万1千円（0.4%）




